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₁ ．は じ め に
　途上国の格差に関する研究は，世界銀行，アジア開発銀行（ADB），国連大学世界開発経済研究
所（UNU-WIDER）で積極的に進められ，World Bank（₂₀₀₅年），Ravallion（₂₀₁₆年），ADB（₂₀₁₂
年），Zhuang（₂₀₁₀年），Kanbur and Venables（₂₀₀₅年）等がある．しかし，これらは取扱いの
容易なクロスカントリー・データや集計されたデータにもとづいて格差を分析したものが多い．
　データの入手や処理に手間を要する時系列の家計調査データにもとづき，特定の国全体を対象
にし，都市・農村等の空間的側面を強く意識した研究，そのようにして研究された複数の国を比
較分析したものは少ない．Gustafsson et al.（₂₀₀₈年）等中国の格差研究は多いが，家計調査原デー
タではなく，集計・加工したデータを使用しているか，一部の地域のみを対象にしたものがほと
んどである．家計調査原データを用い，地域の区分や世帯の特性の区分で格差を要因分解したも
のには，Hayashi et al.（₂₀₁₄年），Cain et al.（₂₀₀₈年）等があるものの，クロスカントリー・デー
タの分析が多いため，一国内の空間的格差とその要因の詳細な研究は限られている．
　ルイス，トダロ，クズネッツが強く意識したように，また World Bank（₂₀₀₅年）が指摘するよ
うに，都市・農村間で見られるような地域間の社会・経済的格差は著しく，公正の観点からすれば，
この格差の是正は途上国にとって喫緊かつ重要な課題である．ADB（₂₀₁₂年）は，アジア途上国で
も都市・農村間等の地域間所得格差が近年拡大傾向にあり，速やかに解決すべき問題であると強
調している．しかし，地域間の格差の問題は，そのように重要でありながら，前述のように，
データの規模や種類，要因分解手法等の点で，これまで必ずしも十分に研究されてきたわけでは
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ない．
　本研究では，研究結果の効果と活用の点で人口規模の大きい国，空間的分析をするという点で
国土に広がりのある国，実行可能性の点で家計調査データを比較的容易に入手できる国という基
準で選定した結果，インドを研究対象国とした．そのようなインドの全国規模で時系列の家計調
査データを用い，国内の格差とその変化を，地域内および地域間の格差（特に都市・農村内および
都市・農村間の格差）によって要因分解し，それぞれのインパクトを明らかにする．Elbers et 
al.（₂₀₀₈年）の新手法も使い，地域間（都市・農村間）の格差の影響力を再評価する．さらに，そ
のような空間的な格差とその変化を，教育や社会階層といった世帯の特性で要因分解し，それら
格差に対して影響の大きい要因を明らかにする．
　中国に遅れること十数年，₁₉₉₀年代に入ってから経済改革に手をつけ始めたインドは，以降，経
済成長の足を速めるようになった．実際に，インドは，₂₀₀₀年から₂₀₁₂年までの₁₂年間，年平均
₇.₂% の GNI（国民総所得）成長率，年平均₅.₅% の ₁ 人当たり GNI 成長率を記録し，目覚ましい
経済成長を遂げている．経済成長の速度がアップすれば，中国と同様，空間的な経済格差の問題
が顕在化してくる₁）．
　中国は，₁₉₇₀年代末から改革・開放政策の導入を開始し，市場経済化を通じて急速な経済発展
を遂げてきた．その一方で，高成長にともなうさまざまな歪みも経験してきた．秋田・川村（₂₀₀₁
年）によれば，中国では，₁₉₈₀年代以降，東部沿海地域と西部・中部の内陸地域の間の所得格差が
拡大すると同時に，成長スピードの速かった広東省や江蘇省の省内格差も目立つようになった．
このような地域所得格差は，中国の持続的な経済成長にとっての大きな障害であり，解決すべき
最重要課題の ₁ つといえよう．
　Sen and Himanshu（₂₀₀₅年）は，経済改革実施以降の₁₉₉₀年代，インドの上位₂₀% の所得者層
は，追い風を受けて消費支出を大きく増加させた一方，下位₈₀% の所得者層は，自由化の波に乗
れず，消費支出を十分に伸ばせなかったと指摘している．彼らは，家計消費支出の，特に，都市・
農村間で生じた格差が拡大したことを強調している．
　Cain et al.（₂₀₀₈年）は，₁₉₈₃年，₁₉₉₃年，₂₀₀₄年の ₃ 時点で，インドの格差と貧困を観察した．
彼らの研究結果によれば，₁₉₈₃年から₁₉₉₃年にかけての間は，消費支出面からみた格差は変化が
小さく安定していたが，₁₉₉₃年から₂₀₀₄年にかけての間は，格差が拡大している．都市部の格差
拡大が顕著であり，その背景には，専門性の高い職業，技術力の必要な職業，マネジメント力の
求められる職業の需要が都市部で大きくなり，高学歴かつそのようなニーズに応えられる人たち
が高所得 / 高消費支出を謳歌し，そうでない人たちとの差が開いたという事情があると分析してい
₁ ）　Mukhopadhaya et al.（₂₀₁₁年）や Pal and Ghosh（₂₀₀₇年）は，既存の研究結果にもとづいて，イン
ドの格差の状況を簡潔に要約している．
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る．
　本稿は，インドにおける家計消費支出の地域格差の実態を，都市と農村を意識して描き出し，
その地域格差が生じる要因を明らかにすることである₂）．具体的には，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の
₂ 時点における全国規模の家計調査データを使用し，時間と場所の価格調整を行なったうえで，
消費支出の地域格差をタイル尺度により測定する．インドにおける世帯 ₁ 人当たり消費支出の地
域格差が，都市・農村内格差によるものなのか，都市・農村間格差によるものなのかを，タイル
尺度の要因分解の手法を用いて分析する．さらに，地域内格差と地域間格差に対して，教育や社
会階層（指定カースト，指定部族等）などの世帯の属性が影響しているのかどうかについて，タイ
ル尺度および Blinder-Oaxaca の手法を使用して，それらの属性で要因分解を行なって検証してい
く．
　インドは，中国と同様，人口規模が大きいことに加えて，国土面積も広く，₃₀を超える州や連
邦直轄地が存在している（図 ₁ 参照）．本研究は，空間的な格差に注目しているため，インド国内
を経済的，社会的，地理的に意味のある適当なまとまりで地域分類して，家計消費支出の格差の
実態を観察し，分析していく必要がある．インドの場合，中国のように共通した地域区分が必ず
しも存在していないようだったので，インド政府が地域開発のための調整組織として設立した ₆
か所の地域協議会の区割りを本研究の地域区分として使用している（表 ₁ 参照）₃）．
　本稿は，以下のように構成されている．「はじめに」に続く第 ₂ 節では本研究で使用する家計調
査データと分析手法を紹介し，第 ₃ 節では家計消費支出の都市・農村内および都市・農村間の実
態や特徴をタイル尺度を用いて描出する．第 ₄ 節ではタイル尺度を使って都市部と農村部それぞ
れの中の家計消費支出格差を，第 ₅ 節では Blinder-Oaxaca 手法を使って都市・農村間の家計消費
支出格差を，教育水準や社会階層をはじめとする世帯特性で要因分解して，地域格差を生んでい
る要因の解明に迫る．最終節では，本稿の分析結果を要約し，そこから得られたインプリケー
ションを述べる．
₂ ）　筆者は，Hayashi et al.（₂₀₁₄年）の中で，共通する目的を持ち，類似する枠組みや手法を用いて，イ
ンドネシアを対象に研究を実施している．
₃ ）　 ₆ つの地域協議会とは， ₁ ）Northern Zonal Council， ₂ ）Central Zonal Council， ₃ ）Eastern 
Zonal Council， ₄ ）Western Zonal Council， ₅ ）Southern Zonal Council， ₆ ）North Eastern Coun-
cil である．それら地域協議会の目的，役割，活動等については，インド内務省のホームページ（http://
mha.nic.in/zonal_council）を参照のこと．なお，Lakshmana（₂₀₁₃年）もまったく同じ地域区分を使用
している．
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図 1 　インド概略地図
　注 ）インドには国境が確定していない地域もあり，ここでは便宜的に国境線を書き入れている．デリー首都圏を除く連邦
直轄地の名称は記載していない．また，アンダマン・ニコバル諸島，ラクシャドウィープ諸島等島嶼部は地図に載せて
いない．
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表 1 　インドの州名と地域分類
　　　　地域名および州・連邦直轄地名
北部地域
₁ Haryana
₂ Himachal Pradesh
₃ Jammu & Kashmir
₄ Punjab
₅ Rajasthan
₆ Delhi
₇ Chandigarh
中央部地域
₈ Madhya Pradesh（Chhattisgarh を含む）
₉ Uttar Pradesh（Uttarakhand を含む）
東部地域
₁₀ Bihar（Jharkhand を含む）
₁₁ Odisha （Orissa）
₁₂ West Bengal
西部地域
₁₃ Goa
₁₄ Gujarat
₁₅ Maharashtra
₁₆ Daman & Diu
₁₇ Dadra & Nagar Haveli
南部地域
₁₈ Andhra Pradesh
₁₉ Karnataka
₂₀ Kerala
₂₁ Tamil Nadu
₂₂ Puducherry （Pondicherry）
₂₃ A & N Island
₂₄ Lakshadweep
北東部地域
₂₅ Assam
₂₆ Arunachal Pradesh
₂₇ Manipur
₂₈ Tripura
₂₉ Mizoram
₃₀ Meghalaya
₃₁ Nagaland
₃₂ Sikkim
　注） ₆ つの地域協議会（zonal councils/council）の地域割りにならって地域区分を行なった．
資料）Planning Commision, ₂₀₁₄.
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₂ ．データと分析方法
　本研究は，インドにおける人々の経済的厚生の空間的な格差を分析するために，同国統計・計
画実施省（Ministry of Statistics and Programme Implementation）のもとにある全国標本調査局
（National Sample Survey Office: NSSO，以下 NSSO）によって収集・編集された全国標本調査
（National Sample Survey: NSS，以下 NSS）の家計消費支出データを使用している₄）．具体的には，
₁₉₉₉/₂₀₀₀年に実施された第₅₅回 NSS と₂₀₁₁/₁₂年に実施された第₆₈回 NSS のデータを用いてい
る．前者は約₁₂₀,₀₀₀世帯を，後者は約₁₀₂,₀₀₀世帯を調査対象とし，ともに，そのうちの約₄₀% が
都市部の，₆₀% が農村部のサンプルである．サンプリング・ウェイトを使って都市部の世帯割合
を計算すると，₁₉₉₉/₂₀₀₀年は₂₇% に，₂₀₁₁/₁₂年は₃₁% になる₅）．
　本稿では，インド政府の計画委員会（Planning Commission，₂₀₁₄年）が発表している₁₉₉₉/₂₀₀₀
年と₂₀₁₁/₁₂年の州別，都市・農村別の貧困ラインを用い，時間の経過による物価変動の影響に加
えて，地域間の物価水準の差も調整して，名目の消費支出を実質化した．₂₀₁₁/₁₂年のデリー（連
邦直轄地）都市部の貧困ラインを基準にして，地域差を考慮した₂₀₁₁/₁₂年価格の世帯 ₁ 人当たり
消費支出を算出し，使用している₆）．
　表 ₂ は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点における，地域，都市・農村，学歴，社会階層といっ
たカテゴリー別にみた，世帯 ₁ 人当たりの平均月額消費支出，世帯数の割合，消費支出の割合を
示している． ₆ 地域の中では，北部地域，南部地域，西部地域の ₃ 地域は，中央部地域，東部地
域，北東部地域の ₃ 地域に比べて，₁ 人当たり平均消費支出が大きい．北部地域には首都のデリー
が，南部地域にはチェンナイ，バンガロール，ハイデラバードが，西部地域にはムンバイ，プ
ネーがあり，それら大都市は政治・行政，工業，サービス産業の中枢として機能しているのに対
して，残り ₃ 地域は農村部に人口が多く，農業に依存する経済構造であることを反映していると
いえよう．
　インド全体でも， ₆ つの地域でも，例外なく， ₁ 人当たり平均消費支出は都市部のほうが農村
部よりも高い一方，世帯数の比率は農村部のほうが都市部よりも大きい．もちろん，人口の数や
割合でみれば，まだまだ農村部に重心がある．しかし，₁₉₉₉/₂₀₀₀年から₂₀₁₁/₁₂年にかけて，全国
₄ ）　NSS の歴史，実施方法，問題点等については，Mukhopadhaya et al.（₂₀₁₁年）や辻田（₂₀₀₆年）が
詳しい．
₅ ）　本稿では，抽出確率の違いを調整するために，サンプリング・ウェイトを使用してすべての格差計算
を行なっている．
₆ ）　₂₀₁₁/₁₂年は Tendulkar 方式で，₁₉₉₉/₂₀₀₀年は Lakdawala 方式で算出された貧困ラインしか存在しな
いが，₂₀₀₄/₀₅年は両方の方式で算出されたものがあるため，₂₀₁₁/₁₂年を基準にし，₂₀₀₄/₀₅年で接続して，
₁₉₉₉/₂₀₀₀年の貧困ラインを調整している．
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的にも，あるいは ₆ つの地域ごとにも，特に経済活動の活発な大都市を有する西部地域や南部地
域では，農村部から都市部へ人口や消費支出がシフトしている．インドで進展しているダイナ
ミックな都市化を読みとることができる．
　都市部でも農村部でも，世帯主の学歴が上がるにしたがって，世帯 ₁ 人当たりの平均消費支出
も上昇している．ただし，都市部のほうが農村部よりも，同じ学歴でも平均消費支出が高く，そ
の傾向は高学歴者グループで，よりはっきりと表われ，また，都市部は農村部に比べて，高学歴
者の割合も大きい．都市部でも農村部でも，共通して，差別を受けた社会階層のほうが，そうで
ない階層よりも消費支出の水準が低い．都市部に比べて農村部は，指定カースト，差別部族，そ
の他後進諸階層という差別されたグループの世帯数の割合が高く，それらグループの支出水準が
非常に低い傾向にある．
　本稿は，以下で説明するように，「加法に分解可能」な特性を有するタイル尺度 T（Theil T）を
主要な分析手法として使用する₇）．ジニ係数は，タイル尺度とは異なり，グループ内（within-
group）とグループ間（between-group）に格差を分解することはできないが，タイル尺度を載せた
表には，ジニ係数も参考として示している．
　世帯のサンプル数が n 個あり，それらを場所（都市・農村，州，地域），性別，年齢，教育，就業
部門，社会階層というようなある ₁ つのカテゴリー変数に沿って重複なく m 個のグループに分類
する．μ，ni，μi および yij は，それぞれ，全世帯平均の ₁ 人当たり消費支出，グループ i の世帯数，
グループ i の世帯 ₁ 人当たり平均消費支出，およびグループ i の世帯 j の ₁ 人当たり消費支出であ
る．次に続く第 ₃ 節と第 ₄ 節では，世帯 ₁ 人当たり消費支出の総格差を，以下のようにタイル尺
度 T として測定する（Anand，₁₉₈₃年；Fields，₂₀₀₁年）．
　 （ ₁ ）　
　タイル尺度 T は，一般化エントロピー（Generalized Entropy）尺度の ₁ つであり，格差測定に
望まれるいくつかの条件を満たしている₈）．すでに述べたが，タイル尺度 T の「加法に分解可能」
という性格も利用して，Shorrocks（₁₉₈₀年）の以下の手法を用い，全体の格差をグループ内の格
差部分（Tw）とグループ間の格差部分（TB）とに分解し，格差の要因を明らかにする．
T＝ ∑
i=1
m
∑
j=1
ni
n
1 log( )μyij ( )μyij
₇ ）　本稿では，もう ₁ つのタイル尺度であり，別名 MLD（平均対数偏差）としても知られているタイル尺
度 L（Theil L）によって測定された数値を記載していない．これは，Theil T と Theil L のどちらで計算
しても，結果はほぼ同様の傾向を示すからである．
₈ ）　ここでいう格差測定に望まれる条件とは， ₁ ）無名性の原理， ₂ ）所得規模からの独立性の原理， ₃ ）
人口規模からの独立性の原理， ₄ ）Pigou-Dalton の移転性原理である．詳しくは，格差関連の文献，た
とえば，Haughton and Khandke（₂₀₀₉年）の第 ₆ 章等を参照のこと．
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表 2 　インドにおける地域・グループ別の ₁ 人当たり平均消費支出および世帯数と消費支出の割合
₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
₁ 人当たり
消費支出 a）
世 帯 数
割合％b）
消費支出
割合％c）
₁ 人当たり
消費支出 a）
世 帯 数
割合％b）
消費支出
割合％c）
地域
北部 ₁,₉₈₉ ₁₁.₆ ₁₄.₀ ₂,₆₀₆ ₁₂.₁ ₁₃.₈
中央部 ₁,₅₁₁ ₂₃.₀ ₂₁.₀ ₁,₉₇₀ ₂₂.₃ ₁₉.₂
東部 ₁,₃₄₄ ₂₁.₃ ₁₇.₃ ₁,₈₇₀ ₂₁.₆ ₁₇.₆
西部 ₁,₈₀₆ ₁₅.₁ ₁₆.₆ ₂,₅₀₇ ₁₅.₃ ₁₆.₈
南部 ₁,₈₁₈ ₂₅.₈ ₂₈.₅ ₂,₇₁₉ ₂₅.₃ ₃₀.₀
北東部 ₁,₃₂₆ ₃.₂ ₂.₆ ₁,₇₃₈ ₃.₄ ₂.₆
全国 ₁,₆₄₉ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂,₂₉₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
地域 / 都市・農村
北部
都市 ₂,₅₂₄ ₃₃.₆ ₄₂.₆ ₃,₃₆₄ ₃₆.₃ ₄₆.₈
農村 ₁,₇₁₈ ₆₆.₄ ₅₇.₄ ₂,₁₇₅ ₆₃.₇ ₅₃.₂
北部 ₁,₉₈₉ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂,₆₀₆ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
中央部
都市 ₁,₉₉₅ ₂₂.₄ ₂₉.₆ ₂,₈₄₄ ₂₄.₁ ₃₄.₈
農村 ₁,₃₇₁ ₇₇.₆ ₇₀.₄ ₁,₆₉₃ ₇₅.₉ ₆₅.₂
中央部 ₁,₅₁₁ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁,₉₇₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
東部
都市 ₁,₉₄₆ ₁₈.₇ ₂₇.₀ ₂,₉₃₄ ₁₉.₉ ₃₁.₂
農村 ₁,₂₀₆ ₈₁.₃ ₇₃.₀ ₁,₆₀₇ ₈₀.₁ ₆₈.₈
東部 ₁,₃₄₄ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁,₈₇₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
西部
都市 ₂,₃₆₄ ₃₇.₉ ₄₉.₆ ₃,₂₃₁ ₄₆.₂ ₅₉.₆
農村 ₁,₄₆₆ ₆₂.₁ ₅₀.₄ ₁,₈₈₄ ₅₃.₈ ₄₀.₄
西部 ₁,₈₀₆ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂,₅₀₇ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
南部
都市 ₂,₃₂₃ ₃₀.₉ ₃₉.₄ ₃,₄₇₈ ₃₇.₈ ₄₈.₄
農村 ₁,₅₉₂ ₆₉.₁ ₆₀.₆ ₂,₂₅₇ ₆₂.₂ ₅₁.₆
南部 ₁,₈₁₈ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂,₇₁₉ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
北東部
都市 ₁,₉₂₀ ₁₅.₂ ₂₂.₀ ₂,₅₁₄ ₁₆.₄ ₂₃.₇
農村 ₁,₂₁₉ ₈₄.₈ ₇₈.₀ ₁,₅₈₆ ₈₃.₆ ₇₆.₃
北東部 ₁,₃₂₆ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁,₇₃₈ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
都市・農村（全国）
都市 ₂,₂₃₆ ₂₇.₂ ₃₆.₉ ₃,₂₀₅ ₃₁.₃ ₄₃.₈
農村 ₁,₄₃₀ ₇₂.₈ ₆₃.₁ ₁,₈₇₃ ₆₈.₇ ₅₆.₂
全国 ₁,₆₄₉ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂,₂₉₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
都市・農村 / 教育水準
都市
初等教育なし ₁,₅₂₄ ₃₁.₆ ₂₁.₆ ₁,₈₉₀ ₂₃.₇ ₁₄.₀
初等教育 ₁,₇₆₄ ₁₁.₆ ₉.₁ ₂,₂₆₁ ₁₀.₈ ₇.₆
前期中等教育 ₁,₈₉₇ ₁₄.₂ ₁₂.₀ ₂,₄₆₉ ₁₄.₅ ₁₁.₁
後期中等教育 ₂,₅₃₄ ₂₆.₀ ₂₉.₅ ₃,₄₁₄ ₃₀.₄ ₃₂.₄
高等教育 ₃,₇₄₀ ₁₆.₆ ₂₇.₈ ₅,₄₂₁ ₂₀.₆ ₃₄.₉
都市 ₂,₂₃₆ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₃,₂₀₅ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
農村
初等教育なし ₁,₂₇₁ ₆₅.₁ ₅₇.₉ ₁,₆₁₀ ₅₂.₇ ₄₅.₂
初等教育 ₁,₄₈₆ ₁₁.₄ ₁₁.₈ ₁,₈₀₂ ₁₃.₂ ₁₂.₇
前期中等教育 ₁,₆₀₅ ₁₁.₁ ₁₂.₅ ₁,₉₈₂ ₁₅.₁ ₁₆.₀
後期中等教育 ₁,₉₄₆ ₉.₉ ₁₃.₅ ₂,₃₉₀ ₁₅.₄ ₁₉.₇
高等教育 ₂,₄₅₆ ₂.₅ ₄.₃ ₃,₂₉₂ ₃.₆ ₆.₄
農村 ₁,₄₃₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁,₈₇₃ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
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₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
₁ 人当たり
消費支出 a）
世 帯 数
割合％b）
消費支出
割合％c）
₁ 人当たり
消費支出 a）
世 帯 数
割合％b）
消費支出
割合％c）
都市・農村 / 社会階層
都市
指定カースト ₁,₅₆₇ ₁₃.₈ ₉.₇ ₂,₃₃₈ ₁₄.₂ ₁₀.₄
指定部族 ₁,₇₂₁ ₃.₅ ₂.₇ ₂,₄₇₄ ₃.₆ ₂.₇
その他後進諸階層 ₁,₉₇₄ ₃₀.₁ ₂₆.₅ ₂,₇₈₉ ₄₀.₆ ₃₅.₃
非差別階層 ₂,₅₉₇ ₅₂.₆ ₆₁.₁ ₃,₉₇₀ ₄₁.₆ ₅₁.₆
都市 ₂,₂₃₆ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₃,₂₀₅ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
農村
指定カースト ₁,₂₄₀ ₂₁.₂ ₁₈.₄ ₁,₆₄₉ ₂₁.₂ ₁₈.₇
指定部族 ₁,₁₁₇ ₁₀.₉ ₈.₅ ₁,₄₂₉ ₁₁.₄ ₈.₇
その他後進諸階層 ₁,₄₁₇ ₃₇.₁ ₃₆.₇ ₁,₈₉₂ ₄₄.₂ ₄₄.₆
非差別階層 ₁,₆₈₆ ₃₀.₈ ₃₆.₄ ₂,₂₅₉ ₂₃.₂ ₂₈.₀
都市 ₁,₄₃₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁,₈₇₃ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
　注 ）a）各地域・グループの ₁ 人当たり平均消費支出（ ₁ か月間の数値，₂₀₁₁/₁₂年価格，ルピー）．₂₀₁₁/₁₂年のデリー都市
部を基準にして実質化．b）各地域・グループの世帯数割合．c）各地域・グループの消費支出割合．
資料）第₅₅回（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）および第₆₈回（₂₀₁₁/₁₂年）の NSS（National Sample Survey）にもとづき筆者が計算．
表 2 （つづき）
 　（ ₂ ）　
なお，上記の Ti は，グループ i の中の格差を表わすタイル尺度 T である．
　すでに述べたように，Elbers et al.（₂₀₀₈年）は，グループ間格差を構成する要因の寄与度につ
いて，新たな計測方法を提案した．上記（ ₂ ）式のように，グループ間格差の計測は，グループの
数，グループの相対的な大きさ， ₁ 人当たり消費支出のグループ間の平均の違いに依存している．
したがって，異なった空間的グルーピングにもとづいて行なった要因分解の結果を比較する場合，
注意を要する（Shorrocks and Wan，₂₀₀₅年）．たとえ同じ空間的なグルーピングで要因分解を行
なったとしても，グループの相対的大きさが異なれば，その結果を単純に比較することはできな
い．
　その問題を是正するために，Elbers et al.（₂₀₀₈年）は，グループ間格差の寄与度を，従来の「全
体の格差（overall inequality）」を分母にして計算するのではなく，与えられたグループの数，グ
ループの相対的大きさのもとで得られる「グループ間格差の最大値（maximum between-group 
inequality）」を分母にして計算することを提案している．本論では，従来の方法に加えて，Elbers 
et al.（₂₀₀₈年）の「グループ間格差の最大値（maximum between-group inequality）」を分母にし
てグループ間格差の寄与度を計算することにする．具体的には，与えられたグループの数とグ
ループの相対的な大きさのもとで， ₁ 人当たり消費支出を昇順にし，重複することなく並べ替え，
もともとのグループの順位を維持したグループへと再分類し，それをグループ間格差の最大値と
T＝ ＝＋Ti ＋Tw TB∑
i=1
m
log( )nni μi ∑
i=1
m ( )μ ni μμi ( )μμin
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₉ ）　Blinder-Oaxaca 分解手法の包括的な検討と使用方法については，Jann（₂₀₀₈年）を参照のこと．
してグループ間格差の寄与度を計算するという方法である．
　このグループ間格差の最大値（maximum between-group inequality）に対する当該要因によるグ
ループ間格差の寄与度は，
＝CTB
TB
maxTB
 （ ₃ ）　
として表わされ，通常のアプローチである全体の格差（overall inequality）を分母にした
＝CTB
TB
T とは異なる．
　第 ₅ 節では，世帯 ₁ 人当たり平均消費支出の都市・農村間格差の決定要因を明らかにするため
に，Blinder（₁₉₇₃年）と Oaxaca（₁₉₇₃年）によって広められた Blinder-Oaxaca 分解手法を使用
する₉）．
　YU と YR を，それぞれ，都市部と農村部の世帯 ₁ 人当たり消費支出（自然対数値）であるとし，
線形回帰モデル
を仮定する．Xk は説明変数ベクトル，βk は Xk の係数，ek は誤差項であり，都市部および農村部の
サンプルから別々に得られた βk（k＝U, R）の最小 ₂ 乗推定値のベクトルを βk とし，E（Xk）の推定
値を　とする．都市部と農村部の推計された ₁ 人当たり平均消費支出の差は，
　 （ ₄ ）　
のように表現できる．　 は，傾きと切片の最小 ₂ 乗推定値のベクトルであり，それは都市部の家
計と農村部の家計のプールされたサンプルから求めることができる（Neumark，₁₉₈₈年）．上記
（ ₄ ）式の第 ₁ 項は，説明変数の都市・農村間の違いによって説明される， ₁ 人当たり平均消費支
出の都市・農村間の格差（「属性格差」あるいは「要素量の違いによる格差」）を，第 ₂ 項は説明され
ない格差（「非属性格差」）を表わしている．本研究は，（ ₄ ）式にもとづき，世帯 ₁ 人当たり平均消
費支出の都市・農村間格差を，教育水準や社会階層を含む，家計の属性に関係するいくつかの要
因に分解し，インパクトの大きい要因の検証を試みる．
₃ ．都市・農村内および都市・農村間の消費支出格差：実態
　表 ₃ は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₆ つの地域それぞれにおける ₁ 人当たり消費支出の格差を都
＝Yk Xk’βk + ek E（ek）＝0 ＝k U, R
＾
Xk
＝D＾ YU－YR＝（XU－XR）’β＊+　XU’（βU－β＊）+XR’（β＊－βR）（＾ ＾ ＾ ＾ ＾
β＊＾
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表 3 　インドの ₆ 地域における ₁ 人当たり消費支出の格差と都市・農村による要因分解
₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル値 寄与度％a） タイル値 寄与度％a）
地域
北部
都市 ₀.₁₉₃ ₅₀.₃ ₀.₃₃₁ ₀.₂₅₂ ₅₅.₂ ₀.₃₇₂
農村 ₀.₁₁₁ ₃₈.₉ ₀.₂₄₈ ₀.₁₃₆ ₃₃.₉ ₀.₂₇₀
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₄₆ ₈₉.₂ ₀.₁₉₀ ₈₉.₁
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₁₈ ₁₀.₈ ₀.₀₂₃ ₁₀.₉
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₁₆₄ ₁₀₀.₀ ₀.₂₉₇ ₀.₂₁₃ ₁₀₀.₀ ₀.₃₃₂
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₁₈ ₁₇.₉ ₀.₀₂₃ ₁₉.₄
グループ間格差の最大値 d） ₀.₀₉₉ ₁₀₀.₀ ₀.₁₂₀ ₁₀₀.₀
中央部
都市 ₀.₂₃₁ ₃₉.₁ ₀.₃₅₃ ₀.₃₄₆ ₄₈.₆ ₀.₄₂₉
農村 ₀.₁₃₁ ₅₂.₉ ₀.₂₆₆ ₀.₁₅₁ ₃₉.₈ ₀.₂₇₈
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₆₁ ₉₂.₀ ₀.₂₁₉ ₈₈.₄
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₁₄ ₈.₀ ₀.₀₂₉ ₁₁.₆
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₁₇₅ ₁₀₀.₀ ₀.₃₀₁ ₀.₂₄₈ ₁₀₀.₀ ₀.₃₄₄
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₁₄ ₁₃.₃ ₀.₀₂₉ ₁₉.₄
グループ間格差の最大値 d） ₀.₁₀₅ ₁₀₀.₀ ₀.₁₄₈ ₁₀₀.₀
東部
都市 ₀.₂₄₇ ₃₉.₃ ₀.₃₄₇ ₀.₂₈₂ ₄₅.₂ ₀.₃₈₈
農村 ₀.₁₁₃ ₄₈.₄ ₀.₂₄₀ ₀.₁₀₃ ₃₆.₅ ₀.₂₃₉
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₄₉ ₈₇.₇ ₀.₁₅₉ ₈₁.₇
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₂₁ ₁₂.₃ ₀.₀₃₆ ₁₈.₃
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₁₇₀ ₁₀₀.₀ ₀.₂₈₄ ₀.₁₉₅ ₁₀₀.₀ ₀.₃₀₈
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₂₁ ₂₂.₇ ₀.₀₃₆ ₃₀.₇
グループ間格差の最大値 d） ₀.₀₉₂ ₁₀₀.₀ ₀.₁₁₆ ₁₀₀.₀
西部
都市 ₀.₂₃₀ ₅₃.₈ ₀.₃₅₁ ₀.₂₄₉ ₅₈.₈ ₀.₃₆₁
農村 ₀.₁₃₈ ₃₂.₉ ₀.₂₇₄ ₀.₁₆₉ ₂₇.₀ ₀.₂₈₅
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₈₄ ₈₆.₇ ₀.₂₁₇ ₈₅.₈
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₂₈ ₁₃.₃ ₀.₀₃₆ ₁₄.₂
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₂₁₂ ₁₀₀.₀ ₀.₃₃₃ ₀.₂₅₃ ₁₀₀.₀ ₀.₃₅₇
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₂₈ ₂₃.₃ ₀.₀₃₆ ₂₈.₉
グループ間格差の最大値 d） ₀.₁₂₁ ₁₀₀.₀ ₀.₁₂₄ ₁₀₀.₀
南部
都市 ₀.₃₂₄ ₅₃.₄ ₀.₃₆₁ ₀.₂₆₁ ₅₀.₅ ₀.₃₇₆
農村 ₀.₁₅₇ ₃₉.₇ ₀.₂₈₂ ₀.₁₉₅ ₄₀.₃ ₀.₃₀₅
都市・農村内格差 （A） ₀.₂₂₂ ₉₃.₁ ₀.₂₂₇ ₉₀.₈
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₁₇ ₆.₉ ₀.₀₂₃ ₉.₂
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₂₃₉ ₁₀₀.₀ ₀.₃₂₅ ₀.₂₅₀ ₁₀₀.₀ ₀.₃₅₆
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₁₇ ₁₃.₆ ₀.₀₂₃ ₁₆.₄
グループ間格差の最大値 d） ₀.₁₂₁ ₁₀₀.₀ ₀.₁₄₁ ₁₀₀.₀
北東部
都市 ₀.₁₅₀ ₂₇.₇ ₀.₂₉₈ ₀.₁₉₃ ₃₂.₈ ₀.₃₃₄
農村 ₀.₀₈₉ ₅₈.₆ ₀.₂₂₂ ₀.₁₀₀ ₅₄.₅ ₀.₂₃₁
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₀₃ ₈₆.₃ ₀.₁₂₂ ₈₇.₃
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₁₆ ₁₃.₇ ₀.₀₁₇ ₁₂.₇
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₁₁₉ ₁₀₀.₀ ₀.₂₅₄ ₀.₁₃₉ ₁₀₀.₀ ₀.₂₇₀
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₁₆ ₂₅.₈ ₀.₀₁₇ ₂₁.₅
グループ間格差の最大値 d） ₀.₀₆₃ ₁₀₀.₀ ₀.₀₈₂ ₁₀₀.₀
　注 ）a）全体の格差に対する各格差要因の寄与度．b）通常の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）． 
c）Elbers et al.（₂₀₀₈年）の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）．d）与えられたグループの数と
相対的大きさのもとで得られるグループ間格差の最大値（本文第 ₂ 節参照）．
資料）第₅₅回（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）および第₆₈回（₂₀₁₁/₁₂年）の NSS（National Sample Survey）にもとづき筆者が計算．
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市と農村で要因分解した結果である． ₆ つの地域すべてにおいて，格差の水準を表わしているタ
イル値も，各地域全体の消費支出格差に対する寄与度も，都市・農村内のほうが都市・農村間よ
りも大きい．その都市・農村内の格差については，多くの場合，都市部のほうが，農村部よりも
目立っている．すべての地域において，タイル値に表われているように，都市部は農村部に比べ
て，格差の水準が高い．若干の例外はあるものの，都市部は農村部より，各地域全体の支出格差
に対する寄与度も大きい．ただし，北東部を除く ₅ つの地域では，₁₉₉₉/₂₀₀₀年から₂₀₁₁/₁₂年にか
けての₁₂年間で，都市・農村間の ₁ 人当たり消費支出格差の水準が上昇し，それぞれの地域にお
ける格差全体に対する都市・農村間格差の影響度も大きくなってきているのが目立つ．
　いずれの地域でも，都市・農村内格差に比べて，都市・農村間格差は小さく，タイル値では，中
央部地域の₀.₀₁₄（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）から，東部地域，西部地域の₀.₀₃₆（₂₀₁₁/₁₂年）の間の水準であった．
通常の手法を用いた場合，全体の格差に対する都市・農村間格差の寄与度（表 ₃ の中の都市・農村
間格差（B））は， ₆ つの地域とも₁₉% を下回っている．ただし，北東部地域を除き，都市・農村
間の ₁ 人当たり消費支出の格差は，その水準も全体の格差に対する寄与度も，₁₉₉₉/₂₀₀₀年から
₂₀₁₁/₁₂年の₁₂年間で上昇している．
　Elbers のアプローチを使用すると，都市・農村間格差の寄与度（表 ₃ の中の都市・農村間格差
（B′））は，大幅に大きくなる．特に，東部地域と西部地域の寄与度は，₂₉⊖₃₁% になり，通常のア
プローチに比べて₁₂⊖₁₅% ポイント大きい．これは，東部地域と西部地域では，都市・農村間で ₁
人当たり消費支出の分布に大きな重なりがないことを意味している．他の地域についても，Elbers
のアプローチを用いた場合，程度は小さ目であるものの，都市・農村間格差の寄与度は大きくな
る．タイルの従来の要因分解手法を用いた場合に測定される数字よりも，都市・農村間格差の実
際の寄与度は大きい可能性があることを示唆している．
　表 ₄ は， ₂ 時点のインドにおける ₁ 人当たり消費支出の格差を都市と農村で要因分解し，その
結果を示している．この結果によれば，インド全体を対象にした場合，都市・農村内格差は，タ
イル値からみても，総格差に対する寄与度からみても，都市・農村間格差よりも目立っている．
₁₉₉₉/₂₀₀₀年は総格差の₈₉% が，₂₀₁₁/₁₂年は₈₆% が，都市・農村内格差によって生じているという
結果である．都市部は農村部に比べて，タイル値で計測した格差の水準も著しく，総格差に対す
る寄与度も大きい．₁₉₉₉/₂₀₀₀年から₂₀₁₁/₁₂年の₁₂年間で，都市部も農村部もともに格差水準は上
昇したが，総格差に対する寄与度では，都市部は₅₀% 近くまで増加する一方，農村部は₃₇% へ減
少している．
　前述の通り，都市・農村間格差は，都市・農村内格差に比べて確かに目立たない．しかし，
₁₉₉₉/₂₀₀₀年から₂₀₁₁/₁₂年にかけて，タイル値で計測した都市・農村間格差は₀.₀₃₅まで増加し，全
体の格差に対するその寄与度も₁₄% へと拡大した．また，新しい手法で計測した₂₀₁₁/₁₂年の都
市・農村間の格差（表 ₄ の中の都市・農村間格差（B′））は，与えられたグループの数，グループの
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相対的大きさのもとで得られるグループ間格差の最大値（maximum between-group inequality）の
₂₄% を説明している．
　続く ₂ つの節では，インド全体の地域格差に対する寄与度の大きい都市・農村内格差を構成す
る都市部の格差と農村部の格差それぞれを説明する要因について，また都市・農村内格差に比べ
れば目立たないものの，分析対象の₁₂年間で拡大している都市・農村間格差を説明する要因につ
いて分析を行なう．
₄ ．都市・農村内の消費支出格差：世帯特性による要因分解
　前節のタイル尺度による要因分解の分析結果によれば，インドの地域格差の大きな部分は地域
内格差，特に都市部の格差に由来している．すでに述べたように，アジア途上諸国の格差に関連
した先行研究は，教育水準や社会階層の違いが世帯間の所得や消費支出の格差を生んでいると指
摘している₁₀）．そこで本研究は，地域内格差の要因として教育水準と社会階層に焦点を当て，本節
では都市部，農村部それぞれにおける消費支出格差に対する世帯主の学歴と世帯の社会階層の違
いの影響をタイル尺度の要因分解手法を用いて分析する．
　NSS（全国標本調査）では，世帯のメンバーの教育水準を，年次によって若干異なるものの，
₁₂⊖₁₃程度に分類している．ここでは，世帯主の教育水準（学歴）をそれら₁₂⊖₁₃の分類から， ₁ ）
初等教育なし（非識字者，ノンフォーマル教育受講者，初等教育未修了者）， ₂ ）初等教育， ₃ ）前期
表 4 　インドにおける ₁ 人当たり消費支出の格差と都市・農村による要因分解
₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル値 寄与度 ％ a） タイル値 寄与度 ％ a）
都市・農村
都市 ₀.₂₅₈ ₄₆.₄ ₀.₃₅₄ ₀.₂₇₅ ₄₉.₀ ₀.₃₈₅
農村 ₀.₁₃₉ ₄₂.₇ ₀.₂₇₀ ₀.₁₆₂ ₃₇.₀ ₀.₂₈₅
都市・農村内格差 （A） ₀.₁₈₃ ₈₉.₁ ₀.₂₁₁ ₈₆.₀
都市・農村間格差 （B）b） ₀.₀₂₂ ₁₀.₉ ₀.₀₃₅ ₁₄.₀
総格差 （C） = （A） + （B） ₀.₂₀₅ ₁₀₀.₀ ₀.₃₁₇ ₀.₂₄₆ ₁₀₀.₀ ₀.₃₅₁
都市・農村間格差 （B′）c） ₀.₀₂₂ ₁₉.₂ ₀.₀₃₅ ₂₄.₀
グループ間格差の最大値 d） ₀.₁₁₆ ₁₀₀.₀ ₀.₁₄₃ ₁₀₀.₀
　注 ）a）全体の格差に対する各格差要因の寄与度．b）通常の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）． 
c）Elbers et al.（₂₀₀₈年）の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）．d）与えられたグループの数と
相対的大きさのもとで得られるグループ間格差の最大値（本文第 ₂ 節参照）．
資料）第₅₅回（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）および第₆₈回（₂₀₁₁/₁₂年）の NSS（National Sample Survey）にもとづき筆者が計算．
₁₀）　教育をはじめとする世帯の属性と格差を関係づけている研究として，ADB（₂₀₁₂年），OECD（₂₀₁₁年）
等がある．
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中等教育， ₄ ）後期中等教育（後期中等教育，専門学校）， ₅ ）高等教育（学部教育，大学院教育）
の ₅ つに再分類して分析に使用した．表 ₂ に示されている通り，都市部も農村部も，世帯主の学
歴があがるにしたがって， ₁ 人当たり消費支出もあがっている．ただし，都市部では，₁₉₉₉/₂₀₀₀
年には ₅ 分の ₂ 以上，₂₀₁₁/₁₂年には ₂ 分の ₁ 以上の世帯主が後期中等教育以上の学歴を持ってい
たが，農村部では対照的に，₁₉₉₉/₂₀₀₀年には ₃ 分の ₂ 弱，₂₀₁₁/₁₂年でも ₂ 分の ₁ を超える世帯主
が初等教育すら受けていないという状況であり，都市・農村間に大きな教育格差があることもみ
てとれる．
　表 ₅ は，都市部と農村部それぞれにおける₁₉₉₉/₂₀₀₀年および₂₀₁₁/₁₂年の ₁ 人当たり消費支出の
格差を世帯主の教育水準で要因分解した結果を表わしている．都市部においても，農村部におい
ても，学歴内格差は，タイル尺度で計測したタイル値および総格差に対する寄与度の両方で，学
歴間格差よりも大きい．
表 5 　インドにおける ₁ 人当たり消費支出の格差と教育水準による要因分解（都市・農村別）a）
₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル値 寄与度 ％ b） タイル値 寄与度 ％ b）
都市
初等教育なし ₀.₂₉₆ ₂₄.₇ ₀.₃₀₅ ₀.₁₅₄ ₇.₈ ₀.₂₈₈
初等教育 ₀.₂₂₇ ₈.₀ ₀.₂₈₆ ₀.₁₂₉ ₃.₆ ₀.₂₇₁
前期中等教育 ₀.₁₃₈ ₆.₅ ₀.₂₇₉ ₀.₁₇₀ ₆.₉ ₀.₃₀₂
後期中等教育 ₀.₁₆₆ ₁₉.₀ ₀.₂₉₉ ₀.₂₁₄ ₂₅.₂ ₀.₃₄₁
高等教育 ₀.₁₈₆ ₂₀.₁ ₀.₃₂₂ ₀.₂₃₄ ₂₉.₆ ₀.₃₆₂
学歴内格差（A） ₀.₂₀₂ ₇₈.₃ ₀.₂₀₁ ₇₃.₁
学歴間格差（B）c） ₀.₀₅₆ ₂₁.₇ ₀.₀₇₄ ₂₆.₉
総格差（C）=（A）+（B） ₀.₂₅₈ ₁₀₀.₀ ₀.₃₅₄ ₀.₂₇₅ ₁₀₀.₀ ₀.₃₈₅
学歴間格差（B′）d） ₀.₀₅₆ ₃₀.₄ ₀.₀₇₄ ₃₅.₉
グループ間格差の最大値 e） ₀.₁₈₄ ₁₀₀.₀ ₀.₂₀₇ ₁₀₀.₀
農村
初等教育なし ₀.₁₁₀ ₄₅.₈ ₀.₂₄₀ ₀.₁₀₉ ₃₀.₅ ₀.₂₄₃
初等教育 ₀.₁₁₇ ₉.₉ ₀.₂₅₃ ₀.₁₄₄ ₁₁.₃ ₀.₂₆₄
前期中等教育 ₀.₁₃₄ ₁₂.₁ ₀.₂₆₆ ₀.₁₅₁ ₁₄.₉ ₀.₂₇₇
後期中等教育 ₀.₁₅₉ ₁₅.₄ ₀.₂₉₈ ₀.₁₈₁ ₂₂.₀ ₀.₃₀₃
高等教育 ₀.₁₆₂ ₅.₁ ₀.₃₀₈ ₀.₂₂₈ ₉.₁ ₀.₃₄₀
学歴内格差（A） ₀.₁₂₃ ₈₈.₃ ₀.₁₄₂ ₈₇.₈
学歴間格差（B）c） ₀.₀₁₆ ₁₁.₇ ₀.₀₂₀ ₁₂.₂
総格差（C）=（A）+（B） ₀.₁₃₉ ₁₀₀.₀ ₀.₂₇₀ ₀.₁₆₂ ₁₀₀.₀ ₀.₂₈₅
学歴間格差（B′）d） ₀.₀₁₆ ₁₄.₅ ₀.₀₂₀ ₁₄.₇
グループ間格差の最大値 e） ₀.₁₁₁ ₁₀₀.₀ ₀.₁₃₄ ₁₀₀.₀
　注 ）a）教育水準は世帯主の教育水準（学歴）を使用．b）全体の格差に対する各格差要因の寄与度．c）通常の方法で計測し
たグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）．d）Elbers et al.（₂₀₀₈年）の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本
文第 ₂ 節参照）．e）与えられたグループの数と相対的大きさのもとで得られるグループ間格差の最大値（本文第 ₂ 節参
照）．
資料）第₅₅回（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）および第₆₈回（₂₀₁₁/₁₂年）の NSS（National Sample Survey）にもとづき筆者が計算．
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　しかし，都市部における学歴間格差は，タイル値が₁₉₉₉/₂₀₀₀年の₀.₀₅₆から₂₀₁₁/₁₂年の₀.₀₇₄へ
上昇し，総格差に対するその寄与度も₁₉₉₉/₂₀₀₀年の₂₂% から₂₀₁₁/₁₂年の₂₇% へ増加し，目立つよ
うになってきている．さらに，Elbers の新しいアプローチで計測した場合，都市部における学歴
間格差の寄与度（表 ₅ の中の学歴間格差（B′））は，₁₂年間で₃₀% から₃₆% へ増加している．これは，
教育水準の違いが都市部における ₁ 人当たり消費支出の格差の発生に影響を与えていることを示
唆している．農村部における消費支出格差への学歴の違いの影響は，都市部におけるそれに比べ
ると小さい．
　都市部におけるそれぞれの学歴グループの中で発生している消費支出格差のパターンは，
₁₉₉₉/₂₀₀₀年から₂₀₁₁/₁₂年の₁₂年間で相当変化してきている．₁₉₉₉/₂₀₀₀年時点では， ₅ グループの
中でもっとも学歴の低い初等教育なしのグループで生じている ₁ 人当たり消費支出格差の水準が
₅ グループの中でもっとも高く（タイル値が₀.₂₉₆），そのグループの総格差に対する寄与度が₂₅%
と同じく ₅ グループの中でもっとも大きかった．一方，₂₀₁₁/₁₂年になると，₁₉₉₉/₂₀₀₀年のパター
ンとは異なり， ₅ グループの中でもっとも学歴の高い高等教育修了者グループで生じている消費
支出格差の水準がもっとも高く（タイル値が₀.₂₃₄），そのグループの全体格差に対する寄与度が
₃₀% ともっとも大きくなった．また， ₅ グループの中で ₂ 番目に学歴の高い後期中等教育修了者
グループで生じた消費支出格差の水準は ₅ グループの中で ₂ 番目に高く，その総格差に対する寄
与度も ₅ グループの中で ₂ 番目に大きかった．
　農村部では，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年のいずれの時点においても，教育水準が高いグループほど
タイル値でみた消費支出格差の水準も高い傾向にあるものの， ₅ グループの中でもっとも学歴の
低い初等教育なしのグループが総格差の最大部分を説明している．₂₀₁₁/₁₂年は，農村部では，初
等教育および初等教育なしのグループ（低学歴グループ）が総格差の₄₀% 以上を説明している一
方，都市部では，後期中等教育および高等教育のグループ（高学歴グループ）がその約₅₅% を説明
している．
　すでに表 ₂ でもみたように，分析対象期間の₁₂年間で，インド全体において高学歴化が進行し
ているものの，その傾向は都市部において著しく，都市と農村の間で学歴の格差が目立つように
なってきている．そのような変化にともなって，都市部は，農村部に比べて，学歴の違いによっ
て生じる消費支出の学歴間格差が，また，高学歴者グループの内部で生じる学歴内格差が顕在化
している．この結果は，都市部で高学歴者が増えたものの，彼らが後期中等教育や高等教育で受
けた教育の質に大きな差があり，その差が，支出，すなわち所得の格差を拡大していることを予
想させる．
　表 ₆ は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点の都市部と農村部それぞれにおける ₁ 人当たり消費支
出の格差を社会階層で要因分解した結果を示している．NSS で使用されている ₁ ）指定カースト
（scheduled castes）， ₂ ）指定部族（scheduled tribes）， ₃ ）その他後進諸階層（other backward 
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classes），そしてそれら ₃ つの分類に属さない，したがって差別を受けないグループといえる ₄ ）
非差別階層（others）の ₄ 階層で要因分解を行なっている．都市部も，農村部もそれぞれにおい
て，数字をみてわかる通り，社会階層内の格差のほうが，社会階層間の格差よりも，格差の水準
でも全体の格差に対する寄与度でも，格差が大きい傾向にあることが読みとれる．
　都市部では，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点でともに，指定部族，その他後進諸階層，非差別
階層のそれぞれの中に相当な水準の消費支出格差が存在し，総格差への寄与度も，その他後進諸
階層は₃₀⊖₃₃%，非差別階層は約₅₂% と大きく，社会階層内の格差が目立つ．
　しかし，社会階層間の格差も，タイル値は₀.₀₁₇から₀.₀₂₁へと上昇し，総格差に対する寄与度は
₆.₄% から₇.₈% へと拡大し，この格差水準の高さと全体に対する影響度が高まってきている．さら
に，Elbers の新しい要因分解手法で計測すると，社会階層間の格差の寄与度（表 ₆ の中の社会階層
間格差（B′））は，従来の要因分解手法で計測した値の倍近くになる．
　一方，農村部では，都市部と比べて，社会階層の内部における格差の水準が低い．差別を著し
く受けていると考えられる指定カーストと指定部族の階層内における消費支出格差の水準は，そ
表 6 　インドにおける ₁ 人当たり消費支出の格差と社会階層による要因分解（都市・農村別）
₁₉₉₉/₂₀₀₀年 ₂₀₁₁/₁₂年
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル尺度 T（Theil T）
ジニ係数
タイル値 寄与度 ％ a） タイル値 寄与度 ％ a）
都市
指定カースト ₀.₁₆₀ ₆.₀ ₀.₂₉₉ ₀.₁₉₈ ₇.₄ ₀.₃₃₁
指定部族 ₀.₂₀₉ ₂.₂ ₀.₃₃₃ ₀.₂₄₁ ₂.₄ ₀.₃₆₂
その他後進諸階層 ₀.₃₂₁ ₃₃.₀ ₀.₃₄₀ ₀.₂₃₈ ₃₀.₆ ₀.₃₅₄
非差別階層 ₀.₂₂₁ ₅₂.₄ ₀.₃₄₆ ₀.₂₇₇ ₅₁.₈ ₀.₃₉₂
社会階層内格差（A） ₀.₂₄₁ ₉₃.₆ ₀.₂₅₄ ₉₂.₂
社会階層間格差（B）b） ₀.₀₁₇ ₆.₄ ₀.₀₂₁ ₇.₈
総格差（C）=（A）+（B） ₀.₂₅₈ ₁₀₀.₀ ₀.₃₅₄ ₀.₂₇₅ ₁₀₀.₀ ₀.₃₈₅
社会階層間格差（B′）c） ₀.₀₁₇ ₁₃.₆ ₀.₀₂₁ ₁₄.₂
グループ間格差の最大値 d） ₀.₁₂₂ ₁₀₀.₀ ₀.₁₅₁ ₁₀₀.₀
農村
指定カースト ₀.₁₁₉ ₁₅.₈ ₀.₂₄₂ ₀.₁₁₈ ₁₃.₇ ₀.₂₅₁
指定部族 ₀.₁₀₂ ₆.₂ ₀.₂₄₂ ₀.₁₁₂ ₆.₀ ₀.₂₄₈
その他後進諸階層 ₀.₁₂₉ ₃₄.₁ ₀.₂₅₈ ₀.₁₅₁ ₄₁.₈ ₀.₂₇₄
非差別階層 ₀.₁₄₁ ₃₇.₁ ₀.₂₇₈ ₀.₁₈₈ ₃₂.₅ ₀.₃₀₆
社会階層内格差（A） ₀.₁₂₉ ₉₃.₂ ₀.₁₅₂ ₉₄.₀
社会階層間格差（B）b） ₀.₀₁₀ ₆.₈ ₀.₀₁₀ ₆.₀
総格差（C）=（A）+（B） ₀.₁₃₉ ₁₀₀.₀ ₀.₂₇₀ ₀.₁₆₂ ₁₀₀.₀ ₀.₂₈₅
社会階層間格差（B′）c） ₀.₀₁₀ ₉.₈ ₀.₀₁₀ ₈.₄
グループ間格差の最大値 d） ₀.₀₉₆ ₁₀₀.₀ ₀.₁₁₆ ₁₀₀.₀
　注 ）a）全体の格差に対する各格差要因の寄与度．b）通常の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）． 
c）Elbers et al.（₂₀₀₈年）の方法で計測したグループ間格差の寄与度（本文第 ₂ 節参照）．d）与えられたグループの数と
相対的大きさのもとで得られるグループ間格差の最大値（本文第 ₂ 節参照）．
資料）第₅₅回（₁₉₉₉/₂₀₀₀年）および第₆₈回（₂₀₁₁/₁₂年）の NSS（National Sample Survey）にもとづき筆者が計算．
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れぞれ，₁₉₉₉/₂₀₀₀年の₀.₁₀₂と₀.₁₁₉，₂₀₁₁/₁₂年の₀.₁₁₂と₀.₁₁₈であり，相対的に低い．総格差に対
するこれら ₂ グループの階層内格差の寄与度も₂₀% 前後と大きくない．農村部の残りの ₂ グルー
プ，その他後進諸階層および非差別階層の格差は，タイル値でも総格差に対する寄与度でも，差
別のために総じて貧しい指定カーストおよび指定部族のそれらと比べれば大きいものの，都市部
のその他後進諸階層と非差別階層の格差よりは目立たない．従来の要因分解アプローチで計測す
ると，社会階層間の格差は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年，₂₀₁₁/₁₂年ともに，農村部の格差の ₆ ⊖ ₇ % 程度しか説
明しない．Elbers のアプローチを使用しても，社会階層間格差の寄与度はほとんど変わらない．
これは， ₄ つの社会階層の間で ₁ 人当たり消費支出の分布に重複があることを意味している．こ
のように，農村部は都市部よりも，社会階層内でも，社会階層間でも消費支出の格差は小さいが，
同時に，すべての社会階層で，また，特に低所得者層の多い指定カーストと指定部族で，消費支
出の水準が非常に低い傾向にある．
　この節では，都市部と農村部のそれぞれで観察された消費支出の格差について，世帯主の学歴
と世帯の社会階層を用いて要因分解を行なった．次の節では，都市・農村間の格差を説明しうる
要因について検討する．
₅ ．都市・農村間の消費支出格差：世帯特性による要因分解
　表 ₂ によれば， ₁ 人当たり消費支出の都市・農村比率は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年の₁.₅₆から₂₀₁₁/₁₂年の₁.₇₁
へ上昇していて，都市・農村間のギャップ拡大がうかがえる．同様に，表 ₄ によれば， ₁ 人当た
り消費支出をタイル尺度で計測した都市・農村間の格差も，インド全体の格差に対する寄与度か
らみてみると，₁₉₉₉/₂₀₀₀年の₁₀.₉% から₂₀₁₁/₁₂年の₁₄% へ上昇していて，都市・農村間の格差拡
大が読みとれる．この節では，すでに説明した Blinder-Oaxaca 分解手法を使用して，インドにお
ける都市・農村間格差の決定要因を検証していく．
　具体的には，以下の変数を格差要因として用い，都市・農村間の ₁ 人当たり平均消費支出の差
を分解する．
　（ ₁ ）世帯主の性別（女性＝ ₀ ，男性＝ ₁ ）
　（ ₂ ）世帯主の年齢
　（ ₃ ）世帯主の年齢の ₂ 乗
　（ ₄ ）世帯主の学歴（教育年数）₁₁）
₁₁）　ここでは，Cain et al.（₂₀₀₈年）を参考にして，世帯主の教育年数を以下のように計算している． ₁ ）
非識字者（not literate）は ₀ 年， ₂ ）ノンフォーマル教育受講者（literate through non-formal school-
ing: NFEC (Non-Formal Education Courses), AEC (Adult Literacy Centers), EGS (Education Guar-
antee Scheme), TLC (Total Literacy Campaign), and others）は ₁ 年， ₃ ）初等教育未修了者（literate 
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　（ ₅ ）世帯主の就業部門（ ₁ 次産業（鉱業を含む）＝ ₀ ，非 ₁ 次産業＝ ₁ ）
　（ ₆ ）世帯の社会階層（指定カースト＝ ₀ ，指定部族＝ ₁ ，その他後進諸階層＝ ₂ ，非差別階層＝ ₃ ）
表 ₇ は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年における都市・農村間消費支出格差の Blinder-Oaxaca 分解によ
る推計結果を示している．
　この表の通り，₁₉₉₉/₂₀₀₀年の都市部における ₁ 人当たり平均消費支出（対数値）は₇.₅₃₅，農村
部のそれは₇.₂₀₃，したがって両者の差は₀.₃₃₂であり，同じく₂₀₁₁/₁₂年の都市部のそれは₇.₇₄₈，
農村部のそれは₇.₅₀₈，両者の差は₀.₂₄₀である．Blinder-Oaxaca 手法は，この都市・農村間の消
費支出ギャップを ₂ つの部分に分解している．最初の部分は，「説明される格差（explained part）」
あるいは「属性格差」とよばれ，都市部の家計と農村部の家計の要素量の違いによって生じる消
費支出格差を表わしている．第 ₂ の部分は，残差部分であり，「説明されない格差（unexplained 
part）」あるいは「非属性格差」とよばれ，このモデルで使用されていない変数の違いによって生
じるであろう格差を表わしている．表の中で「説明される消費支出格差」の係数が，₁₉₉₉/₂₀₀₀年
は₀.₂₅₃に，₂₀₁₁/₁₂年は₀.₁₆₀になっている．これは，性別，年齢，教育，就業部門，社会階層とい
う属性の差，あるいは要素量の違いを意味し，そのような属性格差は ₂ 時点それぞれの都市・農
村間の消費支出格差の₇₆% と₆₇% を説明している₁₂）．
　Blinder-Oaxaca 分解手法の結果によれば，「説明される消費支出格差」の中で，性別と年齢に
関連する要素は都市・農村間の家計支出ギャップにほとんど影響を与えていないということにな
る．一方，都市・農村間の消費支出の格差にもっともインパクトを与えている要因が教育である
ことは一目でわかる．世帯主の教育年数で計測した人的資本の違いが，都市と農村の間の ₁ 人当
through formal schooling, but below primary education）は₂.₅年， ₄ ）初等教育修了者（primary edu-
cation）は ₅ 年， ₅ ）前期中等教育修了者（middle school/lower secondary education）は ₈ 年， ₆ ）後期
中等教育（ ₁ ）修了者（secondary education）は₁₀年， ₇ ）後期中等教育（ ₂ ）修了者（higher second-
ary education）は₁₂年， ₈ ）専門学校修了者（diploma/certificate courses）は₁₂年， ₉ ）学部レベルの高
等教育修了者（undergraduate education）は₁₅年，₁₀）大学院レベルの高等教育修了者（postgraduate 
education）は₁₇年．インドの教育システムとその達成状況については，NSSO（₂₀₁₅年）が詳しい．
₁₂）　都市・農村間の ₁ 人当たり平均消費支出の違いの推計は，以下のように ₃ つの部分への分解も可能で
ある．
第 ₁ 項は都市部と農村部の家計の説明変数の水準（要素量の水準）の違いによる部分を，第 ₂ 項は都市
部と農村部の家計の説明変数の係数の違いによる部分を，そして第 ₃ 項はそれらの交絡要因の部分を表
わしている．この方法で₁₉₉₉/₂₀₀₀年および₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点における都市・農村間の ₁ 人当たり平均消
費支出の差を要因分解した場合，第 ₁ 項は₅₄⊖₆₇% の差を，第 ₂ 項は₁₀% 弱の差を説明している．本稿で
使用している ₂ つの部分に分解した結果と同様，教育年数，社会階層，就業部門は，都市・農村間の消
費支出格差を十分に説明している．
＝D＾ YU－YR＝（XU－XR）’βR+XR’（βU－βR）＋（XU－XR）’（βU－βR）＾ ＾ ＾ ＾＾
＝D＾ YU－YR＝（XU－XR）’βU+XU’（βU－βR）－（XU－XR）’（βU－βR）＾ ＾ ＾ ＾＾
or
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たり平均消費支出の格差を生んでいる最大の要因である．この世帯主の教育年数の違いという教
育面の属性の差が，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点どちらにおいても，都市・農村間の消費支出
ギャップの₅₅% 前後を説明している．
　教育に続いて都市と農村の間の格差に影響を与えている属性は，世帯の社会階層と就業部門で
ある．表 ₇ によれば，インドの社会階層は，都市・農村間の支出ギャップの₁₀% 弱を説明してい
る．各種の留保制度が準備・実施されているものの，不可触選民とほぼ同義語であり，カースト
の外側にいる「指定カースト」や主要な宗教に属さず，独自の文化をもつ少数民族である「指定
部族」といったインド社会の最底辺にいる差別されたグループの人口割合が多い農村部と，その
ようなグループの人口割合が少ない，あるいはそれらが見えにくい都市部の間で，消費支出の格
差が生まれている．
　世帯の就業部門の違いによって生じる都市・農村間の格差は，₂₀₁₁/₁₂年には ₃ % 程度まで落ち
てきているが，₁₉₉₉/₂₀₀₀年には₁₄% 近い説明力を有していた．所得水準が低いといわれている農
業を生業にしている家計の多い農村部と所得水準が相対的に高いといわれている非農業に依存す
る家計の多い都市部の間で，支出格差が生じていたと考えられる．最近，都市・農村間の消費支
出ギャップに対する就業部門の寄与度が小さくなってきたのは，農村部の兼業農家や農外労働の
機会が増えてきていることに影響を受けているかもしれない．
　本節の分析結果は，教育，社会階層，就業セクターという世帯特性が，都市・農村間の消費支
出格差に大きく関係していることを示唆している．
₆ ．お わ り に
　本研究は，₁₉₉₉/₂₀₀₀年と₂₀₁₁/₁₂年の ₂ 時点の NSS（National Sample Survey）データにもとづ
き，タイル尺度および Blinder-Oaxaca 手法を用いて，インドにおける家計消費支出の地域格差の
実態を把握し，そのような地域格差の要因についての分析を試みた．分析結果の要約およびイン
プリケーションは以下の通りである．
　インドは，₂₀₀₀年から₂₀₁₂年までの₁₂年間で，年平均₇.₂% の GNI（国民総所得）成長率，年平
均₅.₅% の ₁ 人当たり GNI 成長率を記録し，目覚ましい経済成長を遂げている．しかし，インド全
体の家計消費支出の格差水準は，タイル尺度 T では₀.₂₀₅から₀.₂₄₆へ，ジニ係数では₀.₃₁₇から
₀.₃₅₁へ上昇した．先発の中国の経験からも予想されたが，インドの場合も，経済の拡大や所得の
上昇は格差の上昇をともなっていた．
　インド全体でも， ₆ 地域のそれぞれでも，都市・農村で要因分解すると，都市・農村内格差の
水準および寄与度のほうが都市・農村間格差のそれらよりも大きかった．インドでは，都市・農
村内格差の水準や影響力が大きいが，この₁₂年間で，都市・農村間格差も目立つようになってき
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ている．さらに，Elbers の新しい要因分解アプローチを用いて計測すると，都市・農村間の格差
は大きくなる．₂₀₁₁/₁₂年における都市・農村間格差の寄与度は，インド全体の場合₂₄% へ，東部
地域，西部地域の場合，それぞれ₃₀% 程度へ上昇した．通常の要因分解アプローチで測定した都
市・農村間格差のインパクトに比べて，明らかに大きい．これは，都市部と農村部の ₁ 人当たり
家計消費支出の分布に目立った違いがあることを示唆している．したがって，従来の要因分解方
法を補完する手段として，Elbers の新しい要因分解方法を使用することは有用であると考えられ
る．
　インドの地域格差において寄与度の大きい都市・農村内格差に影響を与えている要因をさぐる
ために，タイル尺度を用い，教育（学歴）と社会階層（指定カースト，非差別階層等 ₄ つの社会階
層）それぞれで家計消費支出の格差を要因分解したところ，都市部でも，農村部でも，グループ内
で生じる格差のほうがグループ間で生じる格差よりも大きかった．教育の場合，特に，都市部で
は，高学歴者グループ内の消費支出格差が顕著であった．しかし，同時に，都市部における学歴
間で発生する家計消費支出格差も目立つようになってきた．
　Blinder-Oaxaca 手法を使い，世帯の特性で，都市・農村間の ₁ 人当たり平均消費支出の格差を
要因分解した．その結果，都市・農村間の消費支出格差に大きな影響を与えている要因は教育（世
帯主の教育年数）であり，格差全体の₅₅% 前後を説明していることがわかった．加えて，社会階層
および就業部門も，都市・農村間の家計消費支出格差に影響を与える要因であるということが明
らかになった．₂₀₁₁/₁₂年のデータをみれば（表 ₂ ），都市部では高等教育を修了している世帯主の
割合が₂₀% を超えている一方，農村部ではその割合が ₄ % にも満たない．農村部は，都市部に比
べて，指定カースト等差別を受ける社会階層に属している人口の割合も，農業部門に従事してい
る人口の割合も高い．都市・農村間には，教育へのアクセスの差，機会平等へのアクセスの差，生
産性や付加価値の高い産業で就業できる機会の差が存在しており，それらが都市・農村間の消費
支出格差を生む要因になっていると想像できる．
　以上のように，教育の差が家計消費支出の都市・農村内格差の要因に，また，教育の差，カー
スト等身分の差，就業部門による生産性 / 付加価値の差が，家計消費支出の都市・農村間格差の要
因になっており，それらへの対応，特に，教育の量の拡大と質の改善が，同国における消費支出
の地域格差の是正につながるであろうと考えられる．農村部で初等教育を受けていない世帯主が
₅₀% 以上存在することを考えれば，教育の量を拡大していくことが求められるであろうし，都市
部の高学歴者グループの中で家計消費支出の格差が大きいことを考えれば，教育の質を向上させ
ることが重要な課題になってくる．
付記： 本研究は，日本学術振興会の科学研究費補助金（₂₆₃₈₀₃₁₇および₁₇K₀₃₇₁₄）および中央大学特定課
題研究費により実施した．ここに記して謝意を表したい．
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